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 市財政は、市税収入が減収傾向にある中、少子高齢化の進行に伴う福祉関係経費の増加

や、土地開発公社解散に伴う公債費の増加が見込まれる厳しい状況にあり、中長期的視点

に立った持続性ある財政基盤の構築のためには、より効率的な行財政運営に努めていく必

要があります。 

 この課題を解決していくために、歳出面では、行財政加速化プランの実践により、定員

適正化計画に基づく人件費削減や事務事業の見直しを進め、一方歳入面では、「宇部市イノ

ベーション大賞」等により企業誘致を進め、産業力向上、雇用確保を通じて、地域経済の

浮揚を図ることで、税収増に努めるなど、これまでの市財政健全化への取り組みは、キャ

ッシュフローに対するものが主なものでした。 

一方、右肩上がりの経済成長期には、市民生活の満足度を充足させるための施設整備の

要請に応えるかたちで、公共施設の充実が図られてきましたが、庁舎をはじめ市が保有す

る施設の多くは老朽化が進んでおり、将来における維持管理（建替え、修繕等）は、市財

政にとって大きな負担となることが懸念されます。 

また、少子高齢化の進行や市民ニーズの多様化など本市を取り巻く環境は大きく変化し

ていることから、それに照らして施設のあり方（統廃合、利用形態の変更など）について

も、市民視点でゼロベースで検証を進め、機能の最適化を図っていくことが重要となって

います。 

そこで、本市では、キャッシュフローだけでなくストックのあり方に目を向け、これま

で蓄積してきた公共施設を、良質な資産として有効かつ効率的に活用し、将来における財

政負担の軽減と利用満足度の向上を目的とした、公共施設マネジメントを推進することと

します。 

 

 

ここで言う公共施設マネジメントとは、市（企業会計を除く）の保有する公共施設のう

ち、建築物のある施設（以下「公共施設」という。）を、市民視点から管理運営を行うこと

により、総合的・長期的観点からコストと便益の最適化を図りながら、有効に活用してい

く手法としています。 

 

（１） 公共施設カルテの作成・公表 

公共施設の現状を把握するため、別添の公共施設カルテにより、公民館など市民が

直接利用する施設や事務庁舎などの施設を対象に、施設概要、利用状況、維持管理状

況等を整備しています。 

   各公共施設カルテについては、利用形態別に市ホームページ等で広く公表し、施設

運営のあり方など市民の皆様から意見を頂きたいと考えています。 

   

 

１．策定の目的 

 

２．公共施設マネジメントの定義 

 

３．公共施設の現況 
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（２）公共施設の現況 

   対象となる施設数とその延床面積は、平成 25 年 3 月末現在で、215 施設、約 68 万

㎡となっています。（参照：グラフ１、2） 

   現存する公共施設は、人口、市内生産所得などの伸長に伴い昭和 47 年から昭和 57

年にかけて多く建設され、次に、バブル崩壊後の国の経済対策にそった形で、平成 3

年から平成 10 年にかけて充足が図られています。建設後 30 年以上経過したものが、

全体の約 52.1％と老朽化が進んでいます。（参照：グラフ 3、4、5） 

また、旧耐震基準で建設された公共施設は、全体の約 47％にあたる約 32 万㎡で、そ

のうち約 53％にあたる約 17 万㎡は耐震化が未実施で、建物の安全性の確保も大きな課

題となっています。（参照：グラフ 6、7） 

 

グラフ１ 

利用形態別の施設数 ２１５施設
（H25.3.31現在）

公営住宅
２９（13.4％）

教育・文化施設
１８（8.4％）

その他
１３（6.1％）

スポーツ施設
１３（6.1％）

保健衛生施設
１１（5.1％）

市民交流施設
３６（16.7％）

福祉施設
１２（5.6％）

学校関連施設
４３（20.0％）

事務庁舎
１１（5.1％）

こども施設
１１（5.1％）

産業観光施設
１３（6.1％）

消防施設
５（2.3％）
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グラフ 2   

 

利用形態別の延床面積

公営住宅

学校関連施設

その他の施設

２２８，８４１．７０㎡
（３３．８％）

２２０，０７０．７０㎡
（３２．３％）

事務庁舎　　　　 23,249.65㎡（3.4％）
市民交流施設　 16,565.35㎡（2.5％）
教育・文化施設　34,165.46㎡（5.0％）
スポーツ施設　  32,817.84㎡（4.9％）
こども施設　       4,944.50㎡（0.7％）
福祉施設　       14,203.57㎡（2.1％）
保健衛生施設　 32,066.20㎡（4.7％）
産業観光施設　 39,204.44㎡（5.8％）
消防施設　         6,642.34㎡（1.0％）
その他　           16,211.35㎡（2.2％）

全体の面積
６７９，４２８．１４㎡

（H25.3.31現在）

２３０，５１５．７４㎡
（３３．９％）

 

 

グラフ 3 

  

建設延床面積の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

S12 S17 S22 S27 S32 S37 S42 S47 S52 S57 S62 H4 H9 H14 H19 H24

建　築　年

その他の施設

学校関連施設

公営住宅

18万人

17万人

16万人

15万人

人口の推移

建築多い

旧耐震基準（S56年以前）

約３２万㎡（約４７％）

新耐震基準（S57年以降）

約３６万㎡（約５３％）

建築多い

延床面積（㎡）

全体の面積
６７４，８７５．０８㎡

（H25.3.31現在）
※建築年不明4,553.06㎡を除く
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グラフ 4   

 

経過年数別の延床面積（全施設）

0～10年未満

10～20年未満

20～30年未満

30～40年未満

40～50年未満

50年超

52,350.29㎡
（7.8％）

132,524.96㎡
（19.6％）

138,632.14㎡
（20.5％）180,242.16㎡

（26.7％）

100,867.57㎡
（15.0％）

70,257.96㎡
（10.4％）

全体の面積
６７４，８７５．０８㎡

（H25.3.31現在）
※建築年不明分（4,553.06㎡）を除く

     

 

グラフ 5   

   

0

1 0 , 0 0 0

2 0 , 0 0 0

3 0 , 0 0 0

4 0 , 0 0 0

5 0 , 0 0 0

6 0 , 0 0 0

7 0 , 0 0 0

8 0 , 0 0 0

0 ～ 1 0 年 未 満1 0 ～ 2 0 年 未 満2 0 ～ 3 0 年 未 満3 0 ～ 4 0 年 未 満4 0 ～ 5 0 年 未 満 5 0 年 超

経過年数別の延床面積（利用形態別）

公 営 住 宅

学 校 関 連 施 設

そ の 他 の 施 設

延 床 面 積 （ ㎡ ）

全体の面積
６ ７ ４ ， ８ ７ ５ ． ０ ８ ㎡

（ H 2 5 . 3 . 3 1 現 在 ）
※建築年不明分（4,553.06㎡）を除く
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 グラフ 6 

耐　震　調　査

新耐震基準（S57年以降）旧耐震基準（S56年以前）

調査不要
359,866.49㎡

（53.0％）調査済
236,896.66㎡

（34.9％）

未調査

82,664.99㎡
（12.1％）

全体の面積
６７９，４２８．１４㎡

（H25.3.31現在）

 

 グラフ 7 

耐　震　改　修

改修不要
471,843.35㎡

（69.5％）

※新耐震基準（S57年）以降の建築のほか、

調査の結果、改修不要であった建物も含む

未改修
170,804.58㎡

（25.1％）

改修済
36,780.21㎡

（5.4％）

全体の面積
６７９，４２８．１４㎡

（H25.3.31現在）

 

参考：旧耐震基準 319,561.65 ㎡のうち約 53％が未改修です。 
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  公共施設を耐用年数でみた場合の再建築費を推計すると、既に耐用年数を超過してい

る施設も含め、今後 20 年間において約 1,300 億円を超える費用が見込まれます。 

また、総人口の減少や少子高齢化の進行から、人口構成は大きく変化すると考えられ

ます。 

このため、従前同様の施設の建替えは困難であり、また、人口構成の変化を踏まえる

と、施設の規模・機能を改めて検証し、計画的かつ効率的な施設改修を進めていく必要

があります。（参照：グラフ 8、9、10） 

 

グラフ 8  

 

再建築延床面積の推移（見込み）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H25 H30 H35 H40 H45 H50 H55 H60 H65 H70 H75

再建築年

その他の施設

学校関連施設

公営住宅

延床面積（㎡）
全体の面積

６７４，８７５．０８㎡

（H25.3.31現在）
※建築年不明分（4,553.06㎡）を除く

耐用年数超過分
　　　　　　　１０２，３３０．１４㎡
公営住宅　　　　29,371.74㎡
学校関連施設　27,733.44㎡
その他の施設　45,224.96㎡

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．公共施設の更新見通し 
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グラフ 9  

 

再建築費の推移（見込み）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H25 H30 H35 H40 H45 H50 H55 H60 H65 H70 H75

再建築年

再
建
築
費

その他の施設

学校関連施設

公営住宅

（百万円）

　全体の再建築費
　　　　　２４９，７８４百万円

　　　　　　　　（H25.3.31現在）

　※建築年不明分（4,553.06㎡）を除く

耐用年数超過分
　　　　　　　３８，８４８（百万円）
公営住宅　　　　　９，４９８（百万円）
学校関連施設　１０，５７０（百万円）

その他の施設　１８，７７９（百万円）

耐用年数超過分と併せて1,300億円以上

 

 

グラフ 10  

（ 参 考 ）
宇 部 市 の 人 口 推 移

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

平 成 2 2 年 平 成 2 7 年 平 成 3 2 年 平 成 3 7 年

老 年 人 口 （ 6 5 歳 超 ）

生 産 年 齢 人 口 （ 6 5 歳 未 満 ）

年 少 人 口 （ 2 0 歳 未 満 ）

4 5 , 6 5 8人

9 7 , 1 8 1人

1 0 6 , 7 8 1人

5 3 , 9 7 1人

5 2 , 3 3 5人

5 4 , 7 8 6人

9 0 , 5 4 2人
8 5 , 6 1 8人

2 2 , 0 0 1人
1 9 , 4 6 9人 1 7 , 0 7 8人 1 5 , 3 7 1人

1 7 4 , 4 4 0人 1 6 8 , 9 8 5人 1 6 2 , 4 0 6人 1 5 4 , 9 6 0人

第 四 次 宇 部 市 総 合 計 画 よ り

（ 万 人 ）
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 市営住宅及び学校施設については、それぞれの基準のもと、適正規模・配置が検討され、

整備・管理が進められていますが、その他の公共施設の活用（運営）、保全、整備等は、所

管課ごとに行われています。 

このため、より効率的な公共施設の運営に向けて、施設の状態を網羅的に管理・評価し、

他の施設との統合・連携や、中長期的な視点を踏まえた施設整備・保全を進める公共施設

マネジメントに取り組みます。 

進め方としては、公共施設カルテの情報をもとに、施設の必要性、効率性等を一定の基

準で評価し、公共施設カルテの情報とあわせ、広く市民等に公表し意見を募ります。 

次に、今後の財政見通しも踏まえ、各施設のあり方について総合的に判断し、施設の統

廃合など将来的な方向性等を定めた「公共施設マネジメント指針（仮称）」を策定します。 

その指針にしたがい、維持管理については適正・効率化に努めるとともに、施設整備に

ついては関係者間で議論を進め、予算、行革プラン等への反映に努めます。 

 

＜公共施設マネジメントの推進ステップ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．今後の取組 

 

 

⑤公共施設マネジメントの推進 

指針にそった維持管理、主要検討施設の協議→予算・計画への反映 

 

 

④公共施設マネジメント指針（仮称）の策定 

維持管理方針の策定、ビジョンの共有化、主要検討施設の方向性 

 

 

③公共施設白書の作成・公表 

施設管理に関する基礎資料、課題の明確化、情報開示 

 

 

②公共施設データの一元化 

施設データの全庁的な管理、電子化（公有財産建物台帳との整合） 

 

 

①公共施設情報の整備（公共施設カルテの作成） 

施設の現状把握（修繕状況・利用状況・コスト情報） 

 


